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陳 情 文 書 表 

令元陳情第４号 令和元年５月２０日受理 

件  名 

子供たちに豊かな学びを保障するために、教職員定数改善、教

育予算の増額、義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める

陳情 

陳 情 者 

平塚市浅間町１２－４１ 

中地区教職員組合  

執行委員長 小嶋 豊綱 

陳 情 の 要 旨 

 中地区教職員組合では、子供たちに豊かな学びを保障するとともに教育

を取り巻く環境の一層の充実を願い、「子どもたちの豊かな育ちと学びを支

援する教育関係団体連絡会」に結集し、少人数学級の実現を始めとした教

職員定数の改善、教育予算の増額、義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充

に向け、取り組みを進めてきました。 

 日本はＯＥＣＤ加盟国の中で、１学級当たりの児童・生徒数や教員１人

当たりの児童・生徒数が多くなっています。しかしながら、国の予算に占

める教育費の割合は先進国の中で低位のままです。安定した教育活動を全

国的に保障するための義務教育費国庫負担制度については、国庫負担率が

２分の１から３分の１に引き下げられたままとなっています。その結果、

自治体ごとの財政状況により、教育格差が生じていることは極めて大きな

問題です。国の施策として、教職員定数改善に向けた財源を保障し、子供

たちが全国どこに住んでいても、一定水準の教育を受けられることが憲法

上の要請です。また、保護者負担を軽減し、未来を担う子供たちへのより

豊かな学びの環境を創出するためにも、国による教育予算の増額は必要不

可欠です。 

令和２年度から小学校で本格実施される次期学習指導要領の実施に向け

ては、早くも多くの課題が顕在化してきています。小学校においては、外

国語科の導入が始まり、全国的に専科教員の数が増えつつありますが、少

なすぎる人員により勤務形態や配置の課題、教材の作成や評価などの対応

に苦慮しています。プログラミング教育に関しても、自治体・学校ごとの

ＩＣＴ環境の整備状況が異なることから、指導できる教育内容の違いによ

る地域間格差が生じることが懸念されています。 

中学校においても、文部科学省の調査により部活動指導の実態が確認さ

れ、超過勤務・長時間労働によって勤務時間が「過労死ライン」に達する
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教員が６割近くを占めたことが明らかになっています。また、近年学校現

場に対する家庭や地域からの要望は多様化・複雑化しており、それらに対

応する人員の不足や、本来担うべき業務に割く時間が減ってしまっている

ことも大きな課題として取り上げられています。 

そのような状況の中、中央教育審議会から、平成３１年１月に「新しい

時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に

おける働き方改革に関する総合的な方策について」が答申され、文部科学

省から「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」が示さ

れましたが、実効ある働き方改革にするためには定数改善が不可欠である

と考えます。 

 子供の学ぶ意欲を引き出し、多様化しているニーズに応じたきめ細やか

な教育の実現のためには、条件整備が不可欠です。 

貴議会におかれましては、子供たちに豊かな学びを保障するために、教

職員定数改善、教育予算の増額、義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充に

ついて、内閣総理大臣、文部科学大臣、財務大臣及び総務大臣に対して地

方自治法第９９条の規定により、意見書を提出していただきたく陳情いた

します。 

 

 陳情事項 

１ 子供、保護者のニーズに応じたきめ細やかな教育を実現し、豊かな教

育環境を整備するため、基礎定数化を含めた計画的な教職員定数改善を

早急に推進すること。 

２ 豊かな学びの環境を創出し、保護者負担軽減のため、教育予算を増額

すること。 

３ 教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制

度を堅持するとともに、国の負担割合を最低でも従前の２分の１まで拡

充すること。 

 

 

 

 

 

 

 


